



　平成 24 年３月の生活保護被保護世帯数は 1,528,381世帯であり，平成 22 年の１か月平均の被保護世帯数に比べ
118,332世帯増加（増加率 8.4％）し過去最高となった。
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近年の生活保護の動向
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平成11年度 703,072 100.0  315,933 100.0  58,435 100.0  207,742 100.0  70,778 100.0  50,184 100.0 
13 803,993 114.4  370,049 117.1  68,460 117.2  222,035 106.9  81,519 115.2  61,930 123.4 
15 939,733 133.7  435,804 137.9  82,216 140.7  241,489 116.2  95,283 143.6  84,941 169.3 
17 1,039,570 147.9  451,962 143.1  90,531 155.0  272,547 131.2  117,271 165.7  107,259 213.7 
19 1,102,945 156.9  297,665 157.5  92,910 159.0  269,080 129.5  132,007 186.5  111,282 221.7 
21 1,270,588 180.7  563,061 178.2  99,592 170.4  289,166 139.2  146,790 207.4  171,978 342.7 
22 1,405,281 199.9  603,540 191.0  108,794 186.2  308,150 128.3  157,390 222.4  227,407 453.1 
厚生労働省平成22年被保護者全国一斉調査より作成
表２　当初所得と世帯保護率の推移
平成８年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年
ジニ係数 0.376 0.408 0.419 0.435 0.454
低所得世帯 15.6% 18.9% 23.2% 28.2% 28.4%









































































年度 開始世帯数 廃止世帯数 差 累積差
平成５年 134,158 126,860 7,298
8 146,428 132,073 14,355 36,151
11 189,912 146,790 43,122 138,044
14 232,956 165,485 67,471 326,413
17 218,247 178,491 39,756 481,531
20 238,447 166,653 71,794 614,468







死　　　　　亡 ① ① ① ③
失　　　　　踪 ③ ② ②












































































総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病者世帯 障害者世帯 その他の世帯
世帯数 構成比 世帯数 構成比 世帯数 構成比 世帯数 構成比 世帯数 構成比 世帯数 構成比
平成11年度 14,951 100 3,391 22.7 1,343 9.6 8,171 54.6 572 3.8 1,480   9.9
13 14,753 100 3,635 24.6 1,422 9.6 7,183 48.7 497 3.4 2,020 13.7
15 19,440 100 4,615 23.7 1,690 8.7 9,127 46.9 789 4.1 3,219 16.6
17 15,662 100 3,600 23.0 1,435 9.2 6,928 44.2 799 5.1 2,900 18.5
19 13,885 100 3,552 25.6 1,312 9.4 5,754 41.2 821 5.9 2,479 17.8
21 25,227 100 5,609 22.2 1,934 7.7 7,482 29.7 1,120 4.4 9,082 36.0


















































































世帯主の傷病 ③ ③ ① ①
急迫保護で医療扶助単給 ②
その他の働きによる収入の減少 ② ③























































































年度（平成） ～24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳 50~59歳 55~59歳 60~64歳 65歳~
21 1.3 2.2 3.2 5.6   9.8   8.5 10.3 20.8 22.7 15.7









































































































大 企 業 1,043 -0.5 100    970 0.0 100
中 企 業 1,115 -1.2 107 1,000 0.3 103
小 企 業 1,096 0.3 105    970 1.7 100
出所　厚生労働省平成22年賃金構造基本統計調査
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でも「その他の世帯」数の増加の要因は，1990年代に始まる経
済格差の拡大の中で生じている貧困が一番大きなものであるが，
それ以外に保護の開始世帯数と廃止世帯数との差が年々積み上
がり被保護世帯増加数の半数以上を占めていることについて言
及した。
　また，マクロ的動向とは別に近年の保護の開始理由別に増加
要因を考察すると，その最も主要なものが「世帯主の傷病」で
あることが分かった。世帯主の傷病が保護開始理由となる主な
原因が我が国の医療保険制度にあることについて説明したが，
このことについて，例えば，ジャーナリスト本田良一が「ルポ
生活保護―貧困をなくす新たな取り組み」12の中で一部触れて
いる。
　さらに，近年の生活保護の動向の特徴の一つが「その他の世
帯」の増加であるが，その増加要因の主なものの一つが，貧困
化する働く世代の増加であることを指摘した。現在，若者のワ
ーキングプアが問題となっており，それがやがて生活保護の動
向に表れてくると思われるが，近年の完全失業者の離職理由で
最も多いのが「人員整理・勧奨退職のため」と比較的高年齢の
労働者を対象としたものであり，また，それらの人々の再就職
は厳しいことから，働く世代の高年齢層が貧困化していること
を統計的に説明した。
　生活保護の被保護世帯，被保護人員が増加し，また，赤字国
債の発行額が税収を上回る財政状況の中で，平成25年度予算の
概算要求基準は「社会保障分野も聖域視せず，生活保護の見直
しをはじめ，最大限の効率化を図る」ことを明記した。他方に
おいて，一度は中止と決まった八ツ場ダム，整備新幹線，外郭
環状道路の建設が決定されている。
　駒村康平は，最低所得保障の「整合性」と「包括性」を問題
とする。「整合性」とは所得保障の各給付水準は生活保護の最
低生活保護基準と矛盾がないことであり，「包括性」とは，さ
まざまなリスクや困難を抱える人々を重層的な所得保障体系に
よって対象ごとにもれなくカバーすることであると言う。13
　現在の国の財政運営の在り方や低所得者が病気になっても必
要な医療が受けられない状態，最低賃金保障額が生活保護の最
低基準額を下回る都道府県があるなどという状態は，福祉国家
としての「整合性」，「包括性」に欠けると言ってよいであろう。
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